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第４章 バランスシートと行政コスト計算書 

第１節 バランスシート 

1）成田市全体のバランスシート 

 第20表 成田市全体のバランスシート （平成15年3月31日現在） 

［資産］   ［負債］   

１．固定資産 1,953億8,800万円 １．固定負債 576億0,000万円

 総務費（市庁舎、防災施設等） 108億5,000万円  地方債 491億3,500万円

 民生費（保健福祉館、保育園等） 55億6,300万円  退職給与引当金 82億2,600万円

 衛生費（ごみ処理施設、リサイクルプラザ等） 119億2,700万円  その他引当金等 2億3,900万円

 労働費（勤労会館等） 1億1,100万円   

 農林水産業費（農道、排水路等） 47億7,500万円 ２．流動負債 31億6,600万円

 商工費（東和田駐車場、公衆トイレ等） 11億0,700万円 翌年度に支払う市債等 

 土木費（道路橋りょう、公園、河川等） 631億5,400万円   

 消防費（消防署、消防車等） 24億2,700万円 負 債 合 計 607億6,600万円

 教育費（学校、図書館、公民館等） 518億9,900万円   

 卸売市場（水産棟、青果棟等） 20億8,100万円   

 下水道（下水管、ポンプ施設等） 254億6,600万円   

 水道（配水管、配水場等） 160億0,200万円 ［正味資産］  

 その他 2,600万円 国からの補助金 222億5,500万円

  県からの補助金 26億7,300万円

２．投 資 等(出資金、貸付金等) 194億2,800万円 市税等の一般財源 1,432億5,400万円

    

３．流動資産（現金、預金等） 141億0,500万円 正味資産合計 1,681億8,200万円

    

４．繰延資産 2,700万円   

資 産 の 合 計 2,289億4,800万円
負債と正味資産 

の合計 
2,289億4,800万円

 

 市民1人あたりのバランスシート 

負  債 63万円
資  産 236万円 

正味資産 173万円
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○バランスシートの作成基準 

・バランスシートの意義 

このバランスシートは、年度末時点の財務状況を把握するもので、

「貸方」は資金をどのように集めたか、「借方」は資金をどのように

使ったかを表しています。 

 資産は、行政サービスを提供するための長期的な経営資源を表し

ており、土地・建物・出資金・基金等が該当します。 

 負債は、地方債や退職給与引当金等で、将来の返済や支出が確実

に見込まれるものです。正味資産は、負債とは逆に国・県からの補助金や市税等の一般財源で資

産を形成したもので、返済の必要がないものとなります。 

 

・作成の手法 

 国の基準に基づき、昭和 44 年度以降の決算統計から資産を推計する手法により作成していま

す。これは、普通建設事業費をもって固定資産の取得原価とするもので、さらに、次の世代に継

承される資産価値を把握するために、区分別に減価償却を行っています。耐用年数は庁舎50年、

保育所30年、道路15年、橋りょう60年等となっており、この年数で価値がゼロになるよう定額

法により減価償却します。ただし、土地は取得時点の購入費がそのまま計上されます。また、職

員の退職金総額を推計し、退職給与引当金として負債に計上する等の特徴があります。 

特別会計も、同様の手法により作成してあります。また、水道事業会計はバランスシートを作

成済みですが、普通会計等に準じてバランスシートを組替えました。 

さらに、全会計を連結するに当たっては、普通会計からの出資金等の内部的な取引を相殺する

調整を加えてあります。 

 

・連結の範囲 

普通会計（一般会計）、全ての特別会計（国民健康保険、老人保健、公設地方卸売市場、下水道、

介護保険事業）、公営企業会計（水道事業）を対象に作成してあります。 

 

【用語解説】バランスシートの項目 

固定資産 市が保有する土地や建物など。 

投資等 市が所有する基金（財政調整基金等を除く）、他団体への投資・出資・貸付金。 

流動資産 
歳入額から歳出額を差引いた形式収支、財政調整基金、税や保育料などの収入未済額、水道
事業の未収金など。 

繰延資産 水道事業の繰延資産で、研究費等を資産計上し3年で償却します。 

固定負債 
返済期限が１年を超える債務（地方債のうち翌年度の元金償還分を除く残高、退職給与引当
金）。 

退職給与引
当金 

年度末に職員全員が普通退職すると仮定した場合の要支給額。 

流動負債 地方債のうち翌年度の元金償還額など。 

正味資産 資産形成に充てられた資金のうち返済不要の財源。 

借方 貸方 

負 債 

資 産 

正味資産 
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○バランスシートからわかること 

 このバランスシートは、一般会計、全ての特別会計及び公営企業会計を含めて作成してありま

すので、成田市が、これまでにどれだけの資産を形成し、どれだけの負債を抱えているかなど、

市の全体像を概観することができます。 

 平成14年度末現在、2,289億円の資産があります。特に、空港開港に伴う空港関連事業及び人

口増加等により、道路・公園等の土木費、小中学校・公民館・図書館等の教育費、上水道や下水

道等の整備が大きな割合を占めていることがわかります。 

一方、608 億円の負債があるのも把握できます。これは、市民が長期にわたって使用する施設

の整備にあたっては、将来の市民にもその一部を負担していただくために、地方債を財源として

いるためで、今後必ず返済しなければならないものです。 

正味資産は、1,682億円。資産形成の財源のうち将来に負担を残さない資金として、市税や国・

県からの補助金等で賄ったものです。資産に対する割合が多く、成田市が健全な財政運営をして

きたことがわかります。 

 

 

○バランスシートの分析 

・社会資本形成の世代間負担比率（これまでの世代による社会資本負担比率） 

 社会資本の整備の結果である「固定資産」のうち、正味資産によって形成されている比率です。

正味資産は、『これまでの世代による資産形成』の額を示しますので、この比率が高いほど、将来

世代の負担が少ないといえます。 

成田市では、市民が長期にわたって使用する施設の整備にあたっては、将来世代にもその一部

を負担していただくために、地方債も財源としていますが、これまでの世代による負担比率が高

く、健全な財政運営をしてきたことがわかります。 

ただし、保健福祉館整備事業、郷部線整備事業、囲護台踏切立体交差化事業などの大規模事業

が進捗していますが、第21表のとおり「社会資本形成の世代間負担比率」は横ばいの状況にあり

ます。 

 

  第21表 社会資本形成の世代間負担比率 

 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 

固定資産 a 179,366百万円 185,157百万円 192,268百万円 195,388百万円 

正味資産合計 b 155,459百万円 159,352百万円 163,911百万円 168,182百万円 

これまでの世代に

よる社会資本負担

比率 

b/a 86.7% 86.1% 85.3% 86.1% 
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・固定資産の目的別割合 

固定資産の行政目的別割合を見ることにより、分野ごとの資産形成の比重を把握することがで

きます。第22表・第80図は固定資産の目的別割合です。 

成田市では、平成14年度末現在で1,954億円の固定資産残高を保有していますが、道路・公園

等の土木費、小中学校・公民館・図書館等の教育費、上下水道等の整備が大きな割合を占めてい

ることがわかります。 

また、前年度の比較では、保健福祉館整備による民生費、いずみ清掃工場排ガス高度処理施設

整備による衛生費、郷部線整備及び囲護台踏切立体交差化事業による土木費の増加が目立ちます。 

第22表 固定資産の行政目的別割合 （単位：百万円） 

平成14年3月 平成15年3月 
  

金額 割合 金額 割合 

増減 
金額 

総務費（市庁舎、防災施設等） 11,131 5.8% 10,850 5.6% △281

民生費（保育園、福祉作業所等） 4,851 2.5% 5,563 2.8% 712

衛生費（ごみ処理施設、リサイクルプラザ等） 11,048 5.7% 11,927 6.1% 879

労働費（勤労会館等） 121 0.1% 111 0.1% △10

農林水産業費（農道、排水路等） 4,927 2.6% 4,775 2.4% △152

商工費（東和田駐車場、公衆トイレ等） 1,159 0.6% 1,107 0.6% △52

土木費（道路橋りょう、公園、河川等） 61,315 31.9% 63,154 32.3% 1,839

消防費（消防署、消防車等） 2,444 1.3% 2,427 1.2% △17

教育費（学校、図書館、公民館等） 51,431 26.7% 51,899 26.6% 468

卸売市場（水産棟、青果棟等） 2,114 1.1% 2,081 1.1% △33

下水道（下水管、ポンプ施設等） 25,635 13.3% 25,466 13.0% △169

水道（配水管、配水場等） 16,065 8.4% 16,002 8.2% △63

その他 27 0.0% 26 0.0% △1

合      計 192,268 100.0% 195,388 100.0% 3,120

 第80図　固定資産の行政目的別割合

農林水産業費
2.4%

その他
3.0%

民生費
2.8%

総務費
5.6%

衛生費
6.1%

水道
8.2%

下水道
13.0%

教育費
26.6%

土木費
32.3%
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・負債の状況 

負債とは、将来の支出が確実に見込まれる債務であり、将来世代が負担する借金です。負債は、

地方債及び退職給与引当金等の固定負債と、地方債の翌年度償還予定額である流動負債で構成さ

れています。翌年度償還予定額を含めた地方債残高の総額は524億円となっており、世代間の負

担の公平化を考慮しても、その運用には細心の注意が必要となります。第23表は地方債の14年

度の増減状況です。 

  第23表 地方債増減状況 （単位：千円） 

  
前年度末 

現在高 
増加 減少 

当年度末 

現在高 
前年度比較 

一般会計 29,864,518 4,095,679 2,318,069 31,642,128 1,777,610

下水道事業 10,605,387 425,600 393,689 10,637,298 31,911

市場事業 427,696  102,943 324,753 △102,943

水道事業 9,955,391 74,300 197,804 9,831,887 △123,504

合計 50,852,992 4,595,579 3,012,505 52,436,066 1,583,074

 

・市民1人あたりの資産と負債 

 資産や負債を「市民1人あたり」に換算することで、具体的なイメージをつかむことができま

す。第24表は市民1人あたりの資産と負債の状況です。 

  第24表 市民1人あたりの資産と負債 

 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 

人  口 a 94,163人 95,011人 95,850人 97,057人

資  産 b 208,728百万円 216,435百万円 223,203百万円 228,948百万円

負  債 c 53,269百万円 57,083百万円 59,292百万円 60,766百万円

1人あたりの資産 b/a 222万円 228万円 233万円 236万円

1人あたりの負債 c/a 57万円 60万円 62万円 63万円

 

・拡大したバランスシート 

 「成田市全体のバランスシート」では、国の基準に準拠して、関連する団体は連結対象から除

外してありますが、土地開発公社、開発協会、教育文化振興財団、農業センターを連結すると第

25表のとおりとなります。資産、負債とも増加しますが、これは土地開発公社が公有用地の先行

取得にあたり、財源の全てを銀行からの借入金で賄っているためです。 

  第25表 拡大したバランスシート    （ ）内は市民1人あたりの数値 

負  債 
646億8,000万円 

（67万円） 
資  産 

2,329億5,400万円

（240万円）
正味資産 

1,682億7,400万円 

（173万円） 
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・普通会計と連結後の比較 

 普通会計のバランスシートと連結したバランスシートを比較すると、第26表・第81図のとお

りです。 

「成田市全体のバランスシート」の資産合計は1.28倍に増加するのに対し、正味資産合計の増

加は1.20倍に止まっています。一方、負債は1.55倍に増加し、資産の増加率を大幅に上回りま

す。これは、普通会計と連結した水道事業、下水道事業が社会資本整備にあたり、財源の多くを

地方債により賄っているためです。このことは、社会資本形成の世代間負担比率にも反映され、

これまでの世代による社会資本負担比率が、普通会計では92.2%であるのに対し、連結後は86.1%

に減少します。 

さらに、土地開発公社などを連結した「拡大したバランスシート」では、その傾向が強くなり

ます。 

 このように、普通会計バランスシートだけでは把握できない成田市全体の実態について、特別

会計等を含めた連結バランスシートを作成することにより明らかになっています。 

  第26表 普通会計と連結後の比較 

  
普通会計の 

バランスシート 

成田市全体の

バランスシート
比 較 

拡大した 

バランスシート 
比 較 

  （A）  百万円 （B）  百万円 （B）/（A）  倍 （C）  百万円 （C）/（A）  倍 

資産合計 179,124 228,948 1.28 232,954 1.30 

(うち固定資産) 151,839 195,388 1.29 199,151 1.31 

負債合計 39,140 60,766 1.55 64,680 1.65 

正味資産合計 139,984 168,182 1.20 168,274 1.20 

負債・正味資産合計 179,124 228,948 1.28 232,954 1.30 

これまでの世代による 

社会資本負担比率 
92.2% 86.1%   84.5%   

第81図　普通会計と連結後の比較
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・バランスシートにおける留意点 

 このバランスシートは、企業会計基準に基づくものではありません。 

 国の基準は、昭和44年度以降の決算統計データにより固定資産を推計する手法であるため、43

年度以前に取得した資産は計上されていません。また、44年度以後の売却や滅失により除却され

た資産は計上されるなどの不合理があります。また、個々の資産価値を特定できないなどの問題

点もあります。 

 さらに、特別会計（公設地方卸売市場事業、下水道事業会計）の耐用年数が明示されておらず、

耐用年数を何年に設定するかによって残存価額に大きな違いが生じます。また、今回計上されて

いない一部事務組合への負担金の取扱いも課題として残っています。 

 

☆紫陽花（アジサイ）好きの陽花ちゃんと財政課長の「なるほザ財政」 

～バランスシートの見方～ 

 

成田市全体のバランスシートをみると、資産が2,000億円以上あるようになっているけど、な 

んだかピンとこないな。 

 

「資産」は行政サービスを提供するための資源、つまり道路や公園、学校、体育館などの残存価

値を示すものになるから、金額が多いほど施設整備が進んでいて、住民はより質の高いサービス

が受けられることになるよ。一方「負債」は、施設整備のために借り入れた地方債などだから、 

少ないほうが将来の負担が軽いことを示しているんだ。住民１人当たりに換算してみるとイメ 

ージがつかみやすいと思うよ。 

 

    なるほど、住民１人当たりでは、236万円の資産と63万円の負債があるわね。うちは4人 

家族だ から、944万円の資産と252万円の借金があるってことだよね。これって、マイホー 

ムを新築した時にローンを組んで返済してるのと同じことになるのかな。借金が多いと将来が

不安になるけど、成田市は大丈夫なの。 

 

地方債は資金調達の手段だけでなく、世代間負担の公平化や財政負担の平準化という機能があ

るんだよ。だから、地方債という借金も活用しながら施設整備を進めているんだ。ただし、地方

債に依存しすぎると将来世代の負担が増えて、財政が硬直化することになるけれど、成田市は固 

  定資産に対する負債の割合が低くなっているよ。 

 

  

成田市の財政は健全っていうことね。 

 

  

そうだね。ただし、バランスシートによる財務分析はまだ確立されていないから、公債費比率

や起債制限比率などの指標を活用して総合的に判断しないといけないよ。もちろん、いずれの指

標をみても、財政の健全性は確保されているから安心してね｡ 
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2）普通会計のバランスシート 

第27表 普通会計のバランスシート （平成15年3月31日現在、単位：千円） 

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 10,849,980 （１）地方債 29,143,957

（２）民生費 5,562,744 （２）債務負担行為

（３）衛生費 11,926,836 ①物件の購入等 0

（４）労働費 111,100 ②債務保証又は損失補償 0

（５）農林水産業費 4,775,522 債務負担行為計 0

（６）商工費 1,107,070 （３）退職給与引当金 7,669,711

（７）土木費 63,154,379 （４）その他

（８）消防費 2,426,978 ①公営企業からの固定負債 0

（９）教育費 51,898,638 その他計 0

（10）その他 26,018

計 151,839,265     固定負債合計 36,813,668

（ うち土地 51,537,430 ）

    有形固定資産合計 151,839,265 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 2,326,092

（１）投資及び出資金 5,104,279 （２）翌年度繰上充用金 0

（２）貸付金 50,000 （３）その他

（３）基金 ①未払費用 0

①特定目的基金 3,610,519 ②賞与引当金 0

②土地開発基金 7,783,802 ③公営企業からの流動負債 0

③定額運用基金 427,780 その他計 0

基金計 11,822,101     流動負債合計 2,326,092

（４）退職手当組合積立金 382,592

    投資等合計 17,358,972   負  債  合  計 39,139,760

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

①財政調整基金2,810,331

②減債基金 863,335 １．国庫支出金 17,787,505

③歳計現金 2,248,411

現金・預金計 5,922,077 ２．都道府県支出金 2,522,684

（２）未収金

①地方税 3,560,857 ３．一般財源等 119,673,657

②その他 442,435

未収金計 4,003,292

（３）その他

①前払費用 0   正  味  資  産  合  計 139,983,846

その他計 0

    流動資産合計 9,925,369

 資  産  合  計 179,123,606  負 債・正 味 資 産 合 計 179,123,606

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 1,903,653 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 40,350 千円

　③利子補給等に係るもの 3,707 千円  
【用語解説】普通会計とは 

 決算統計における会計区分であり、公営事業会計以外の全ての会計のことをいいますが、成田

市では「一般会計」が該当します。詳細は44ページを参照してください。 
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・社会資本形成の世代間負担比率（これまでの世代による社会資本負担比率） 

  第28表 社会資本形成の世代間負担比率 （単位：千円） 

 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 

固定資産 a 138,355,082 141,968,607 148,453,795 151,839,265 

正味資産合計 b 129,096,985 131,834,761 135,691,918 139,983,846 

これまでの世代による社

会資本負担比率 
b/a 93.3% 92.9% 91.4% 92.2% 

 

・固定資産の目的別割合 

第82図　目的別前年度比較
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・市民1人あたりの資産と負債 

  第29表 市民1人あたりの資産と負債     

 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 

人  口 a 94,163人 95,011人 95,850人  97,057人 

資  産 b 161,804,276千円 166,019,534千円 173,130,666千円 179,123,606千円

負  債 c 32,707,291千円 34,184,773千円 37,438,748千円 39,139,760千円

1人あたりの資産 b/a 1,718千円 1,747千円 1,806千円 1,846千円

1人あたりの負債 c/a 347千円 360千円 391千円 403千円
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第２節 行政コスト計算書 

1）行政コスト計算書 

行政コストの総額は334億円です。一方、一般財源や国庫（県）支出金、使用料・手数料など

を合わせた収入は370億円で、36億円の黒字となり、国庫（県）支出金償却額8億円を加えると

44億円の黒字となります。 

 第30表 行政コスト計算書 （平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

  金額（千円） 構成比 内容の説明 

人にかかるコスト 9,111,709 27.3%
行政サービスの担い手である職員に要するもの。人件費等を計

上しています。 

物にかかるコスト 13,585,941 40.7% 施設の運営管理費や減価償却費等を計上しています。 

移転支出的なコスト 9,700,538 29.1%
他の主体に移転して効果が出てくるようなもの。扶助費、補助費

等を計上しています。 

その他のコスト 973,737 2.9%
公債費（利子分のみ）と、時効などにより徴収できなかった市税や

使用料など。 

行政コスト合計 a 33,371,925     

収入 b 36,954,904   
行政サービスの財源として受ける市税、使用料、手数料、国県支

出金（資産形成に資するものを除く）など。 

正味資産国庫（県） 

支出金償却額  c 
830,078   

有形固定資産の減価償却に合わせて償却された国（県）支出

金。 

一般財源増減額 

ｂ-（a-c） 
4,413,057     

 

○コスト計算書の意義 

 バランスシートは、主に社会資本の整備（資産）とその財源（負債・正味資産）の状況を把握

するためのものであり、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない支出を把握

することができません。成田市では、これまでも福祉・環境・教育等をはじめ、各行政分野でソ

フトサービスの充実を図っておりますが、これらの経費が見えにくい状況となっております。 

 今後、住民ニーズの多様化、少子化・高齢化等の要因から、ソフト面の支出が増加することが

予想され、減価償却費を含めた全体コストを的確に捉えることが必要となります。そこで、当該

年度の行政サービスの提供状況を説明する手段として「行政コスト計算書」を作成することとし

ました。 

 

○作成基準 

国の作成基準により作成しています。 

① 対象とする会計  普通会計を対象としています。  

② 計上コストの範囲  

 現金の出納に止まらず、当該年度の住民に提供した行政サービスに要した全てのコスト（現

金支出に、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金といった非現金支出を加えたもの）を

計上します。  
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2）行政コスト計算書の分析 

○コスト計算書詳細 

  第31表 コスト計算書詳細 （単位：千円） 

総額 （構成比率） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費

人件費 8,370,634 25.1%  317,802 2,211,675 1,301,035 692,291 9,366 248,358

退職給与引当金繰入等 741,075 2.2%  28,136 195,806 115,184 61,290 829 21,988

人にかかるコスト 9,111,709 27.3%  345,938 2,407,481 1,416,219 753,581 10,195 270,346

物件費 7,079,287 21.2%  32,884 977,820 451,703 2,127,072 18,837 26,366

維持補修費 489,114 1.5%  2,845 2,617 21,670 1,554 14,505

減価償却費 6,017,540 18.0%  1,644 368,831 207,557 676,391 9,795 459,213

物にかかるコスト 13,585,941 40.7%  34,528 1,349,496 661,877 2,825,133 30,186 500,084

扶助費 3,336,083 10.0%  3,208,187 30,243

補助費等 2,141,130 6.4%  21,374 628,926 325,546 529,432 12,661 194,553

繰出金 2,319,301 7.0%  1,371,116
普通建設事業費
（他団体への補助金等） 1,904,024 5.7%  124,712 119,545 665,094 152,920

移転支出的なコスト 9,700,538 29.1%  21,374 753,638 5,024,394 1,224,769 12,661 347,473

公債費（利子分） 884,240 2.6%  

不納欠損額 89,497 0.3%  

その他コスト 973,737 2.9%  

行政コスト     a 33,371,925 401,840 4,510,615 7,102,490 4,803,483 53,042 1,117,903

　構成比率 1.2 13.5 21.3 14.4 0.2 3.3

商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 不納欠損額

人件費 129,391 660,967 1,641,072 1,158,677

退職給与引当金繰入等 11,455 58,517 145,289 102,581

人にかかるコスト 140,846 719,484 1,786,361 1,261,258

物件費 156,956 563,410 198,518 2,525,650 71

維持補修費 1,454 382,826 5,143 56,500

減価償却費 62,925 2,879,531 300,104 1,051,549

物にかかるコスト 221,335 3,825,767 503,765 3,633,699 71

扶助費 97,653

補助費等 140,213 13,111 44,034 231,280

繰出金 215,744 732,441
普通建設事業費
（他団体への補助金等） 4,409 830,625 5,798 921

移転支出的なコスト 360,366 1,576,177 49,832 329,854

公債費（利子分） 884,240

不納欠損額 89,497

その他コスト 884,240 89,497

行政コスト 722,547 6,121,428 2,339,958 5,224,811 884,311 89,497

　構成比率 2.2 18.3 7.0 15.7 0.0 2.6 0.0 0.3

[ 収　入 ]

5,290,451

3,357,187

28,307,266

36,954,904

830,078

115,260,600

4,413,057

119,673,657

使用料・手数料　b

国庫（県）支出金 c

一般財源   d

収入（ｂ+ｃ+ｄ）

正味資産国庫（県）支出金償却額  f

期首一般財源等

差引（ｅ-a+ｆ）   一般財源等増減額

期末一般財源等



 12

○費目別コスト内訳 

 行政コストの総額は334億円で、費目別に分類すると第83図のとおりです。 

第83図　費目別コスト内訳
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【用語解説】行政コスト計算書の項目 

人件費 
 職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険料などのため

の経費で、退職手当を除いた額。 

退職給与引当

金繰入等 
 この１年間職員が勤続したことにより発生する退職手当の増加分。 

物件費 
 旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコンピュータ機

器の使用などのための経費。 

維持補修費  施設の維持修繕に要する経費。 

減価償却費  年数の経過とともに減少する施設の価値の減少分を経費として計上。 

扶助費  生活保護や医療費の援助や各種手当ての支給などに要する経費。 

補助費等 
 他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料、講習会などの講師謝礼な

どのための経費。 

繰出金  国民健康保険事業や下水道事業などの特別会計へ繰り出す経費。 

普通建設事業

費（他団体への

補助金） 

 普通建設事業費のうち、国、県、組合や個人が実施する事業に対する負担金や補助金な

ど。（他の団体での資産形成に支出した負担金や補助金） 

その他 
 公債費のうち利子の支払、不納欠損額（時効などにより徴収できなかった市税や使用料

など） 
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○行政目的別コスト内訳 

 行政コストを行政目的別に見ることで、行政分野ごとに比重を把握することができます。第84

図は行政目的別コスト内訳です。 

 行政コストは、資産形成につながらない給付サービスや人的サービスに消費される経費であり、

この割合により行政コストがどの分野に費やされているかが明確になります。成田市では、高齢

者や障害者、児童福祉などにかかる民生費が71億円と一番多くなっています。 

 

第84図　行政目的別コスト内訳
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○行政目的別・費目別コスト内訳 

 行政目的別にコスト費目ごとの状況を見ることで、行政分野ごとの特徴を把握することができ

ます。第85図は、行政目的別・コスト費目内訳です。 

 民生費では、扶助費などの「移転支出的なコスト」と人件費などの「人にかかるコスト」が多

いことがわかります。また、土木費は減価償却費などの「物にかかるコスト」が多く、一方、総

務費や消防費は「人にかかるコスト」が大きな比重を占めています。 

第85図　行政目的・費目別コスト
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○行政コスト計算書における留意点 

 この行政コスト計算書は、企業会計基準に基づくものではありません。 

 国の基準は、昭和４４年度以降の決算統計データにより固定資産を推計する手法であるため、

個々の資産が特定できません。このため減価償却なども想定上の数値となっています。 

 なお、住民福祉の増進を目的とし、利益追求の概念を持たず、清算が予定されていない地方公

共団体のバランスシートや行政コスト計算書と、民間企業のそれとでは、その意味するところが

異なるので、単純に比較ができないことに留意する必要があります。 

 




